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 我が国の持続的な成長のためには、世界の膨大な
インフラ需要を積極的に取り込むことが重要。

 他方、海外で通信・放送・郵便事業を行うに当たっては、
一般的なビジネスリスクに加えて、規制分野であるが故
の政治リスク（相手国の急な法制変更等）等の特有
のリスクが存在するため、民間金融からの資金が集まり
にくい等の課題。

 このため、長期リスクマネーを供給するとともに、株主
として事業に参画することによって相手国政府等との交渉
力を強化し、我が国事業者の海外展開を後押し。

背景・目的

 海外において電気通信事業・放送事業・郵便事業を行う者等に対し、投資やハンズオン等の支援を行う官民ファンド。
 リスクマネーの供給拡大を通じて、「質の高いインフラ」の海外展開を推進。

H27. 5. 29 株式会社海外通信・放送・郵便事業
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支援基準の一部改正
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取締役会長 ： 冷水 仁彦
代表取締役社長： 大島 周

支援対象事業のイメージ

株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構（JICT）の概要

借入・社債発行
(政府保証付きも可)

電気通信事業 ICTインフラの整備・運用やICTサービスを提供する事業

光海底ケーブルやデータセンター、通信タワー事業等の
ICTインフラ事業

電子決済 電子政府

サイバーセキュリティ遠隔医療

ICTサービスを提供する事業

支援する事業

ファンド

幅広い技術知見等を有する
グローバル日本企業

それぞれの強みを活かして
ハンズオン支援
日本企業等

放送事業 放送網を整備・運用し、
放送コンテンツを提供する事業

郵便事業 郵便インフラを整備し、
郵便サービスを提供する事業

ファンドへのLP投資など、
電気通信・放送・郵便事業を
支援する事業
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